
 

 

経済的理由により就学困難な児童生徒の保護者に対して、学校に係る費用の一部を援助しています。 
 
１． 就学援助の対象となる世帯  ※茅ヶ崎市立小・中学校へ通学されている児童生徒のいる世帯に限ります 

 ●要 保 護   生活保護を受給している世帯 

 ●準要保護 （１）の申請理由のいずれか１つに該当し、かつ生活保護受給者に準ずる程度に困窮している世帯 

（所得による審査を行います。対象者となる所得の目安は（２）の表をご覧ください） 

（１） 申請理由 

   ①生活保護が停止・又は廃止された 

   ②世帯員全員の市民税が非課税又は罹災等により減免された 

   ③罹災等により個人事業税が減免された 

   ④罹災等により固定資産税が減免された 

   ⑤世帯員全員の国民年金保険料が全額免除された 

   ⑥国民健康保険の保険料が減免された又は徴収猶予を受けた 

   ⑦児童扶養手当の支給を受けている（ひとり親のための手当） ※児童手当とは異なります 

   ⑧生活福祉資金の貸付を受けた 

   ⑨その他（①～⑧には該当しないが、経済的理由により児童生徒が就学困難となる特別な事情がある） 

（２） 対象者となる年間所得額の上限の目安 

世帯人員 年間所得額の上限の目安 世帯人員 年間所得額の上限の目安 

２人 ３００万円前後 ５人 ４７５万円前後 

３人 ３７５万円前後 ６人 ５３５万円前後 

４人 ４５０万円前後 ７人 ５８５万円前後 

※基準額は世帯員の年齢や住居状況（持家、借家）などにより異なりますので、あくまで目安としてください 

※所得額は世帯員の方全員の合算金額です 

※年間所得額とは、源泉徴収票の「給与所得控除後の金額」、確定申告書の「所得金額等の合計」です 
 

２． 申請書の提出方法 

就学援助費の受給をご希望の方は、次のいずれかの方法により申請してください。なお、昨年度申請を提出し、

認定となった方も再度申請が必要です。 

① 電子申請（パソコン・スマートフォンから申請） 

スマートフォンで二次元バーコードを読み取るか、茅ヶ崎市公式ホームページからアクセスしてください。 

 

または 

 

※電子申請には、本人確認書類が必要です。運転免許証等をご用意の上、ご申請をお願いします。 

② 紙での申請 ※児童・生徒のお子様が複数いる場合も、提出いただく申請書は１枚です。 

申請書をご記入いただき、次のどちらかの場所へご提出ください。 

申請書は、（１）茅ヶ崎市公式ホームページ、（２）各学校、（３）教育委員会学務課窓口のいずれかで取得できます。 

●お子様の在籍学校（小学校・中学校両方にお子様がいる場合はどちらかへ） 

●茅ヶ崎市教育委員会学務課（茅ヶ崎市役所分庁舎３階２番窓口）（祝日を除く平日 8:30～17:15 受付） 

令和７年度 就学援助制度等のお知らせ ３． 添付書類 

申請書には、次の申請理由に応じた証明書類を添付してください。 

※電子申請の場合は、入力フォームの案内に従って添付してください。 

申請理由 申請理由を証明する書類等（必須） 

① 生活保護法による保護の停止・廃止 不要 

② 世帯員全員の市民税が非課税又は

罹災等により減免 

不要 

※生計を一にする人世帯員全員が所得割額・均等割額ともに０円

である場合に対象となります。 

③ 罹災等による個人事業税の減免 個人事業税の減免を受けた旨の通知書の写し 

※令和６年度分又は令和７年度分を提出してください。 

〔県税事務所発行〕 

④ 罹災等による固定資産税の減免 固定資産税減免許可通知書の写し 

※令和６年度分又は令和７年度分を提出してください。 

※家屋新築による減免は対象になりません。 

〔茅ヶ崎市収納課発行〕 

⑤ 世帯員全員の国民年金の保険料の

全額免除 

国民年金保険料免除申請承認通知書の写し 

国民年金保険料免除理由該当通知書の写し 

※いずれか一つ。 

※20 歳以上の方全員の通知書を提出してください。 

※令和６年度分又は令和７年度分を提出してください。 

〔日本年金機構又は年金事務所発行〕 

⑥ 国民健康保険の保険料の減免又は

徴収猶予 

国民健康保険料減免決定通知書の写し 

国民健康保険料徴収猶予通知書の写し 

※いずれか一つ。 

※令和６年度分又は令和７年度分を提出してください。 

〔茅ヶ崎市保険年金課〕 

⑦ 児童扶養手当の支給 児童扶養手当証書の市長印及び有効期限記載ページの写し 

※ひとり親のための手当です。「児童手当」「特別児童扶養手当」

とは異なりますのでご注意ください。 

※認定後に再婚等で児童扶養手当が停止となった場合は、学務

課までご連絡ください。 

  〔茅ヶ崎市こども政策課発行〕 

⑧ 生活福祉資金の貸付決定 生活福祉資金貸付決定通知書の写し 

※令和６年４月１日以降に貸付決定を受けたことを証明する書類

を提出してください。 

〔社会福祉協議会発行〕 

⑨ その他（①～⑧には該当しないが、

経済的理由により児童生徒が就学困

難となる特別な事情がある） 

不要 

※申請書に家庭の状況や経済的状況など、就学援助が必要な理

由を具体的に記載してください。 

※添付書類の提出が無い場合、認定ができませんのでご注意ください。 

※添付書類・資料等について、追加で提出をお願いする場合がありますのでご了承ください。 

  
裏面もご確認ください。 



４． 所得情報について 

 申請書の提出に加えて、平成２１年（２００９年）４月１日以前に生まれた世帯員全員について、令和６年中の所得に

ついての手続きを行う必要があります。次のフローを参照してください。 

所得情報の必要手続きフロー 

   ・令和７年度市民税県民税の課税または非課税証明書を提出される方も、申請書は申請期間内にご提出ください。 

・生活保護を受給している方は、所得情報の手続きは不要です。申請書のみをご提出ください。 
 

５． 申請期間 
 

４月１日付認定の提出締め切り：令和７年５月３０日（金） 
 

※令和７年６月１日以降も中途申請を受け付けています。申請書を提出いただいた日によって認定日が決定し、 

受給できる金額が異なります。 

認定日ごとの申請書提出締め切り 

認定日 提出締め切り 認定日 提出締め切り 

４月１日 令和７年５月３０日（金） １１月１日 令和７年１１月１４日（金） 

６月１日 令和７年６月１３日（金） １２月１日 令和７年１２月１５日（月） 

７月１日 令和７年７月１５日（火） １月１日 令和８年１月１５日（木） 

８月１日 令和７年８月１５日（金） ２月１日 令和８年２月１３日（金） 

９月１日 令和７年９月１２日（金） ３月１日 令和８年２月２７日（金） 

１０月１日 令和７年１０月１５日（水）   
 

６． 援助の対象となる項目 

 次の項目のうち、かかった費用の一部が援助の対象となります。（要保護については修学旅行費のみ） 

なお、就学援助制度はまず保護者が学校へ学用品費等の支払をし、それに対して後から援助をするものになります。 
 

① 新入学学用品費、学用・通学用品費 ③ 学校給食費 

② 校外活動費、修学旅行費 ④ オンライン学習通信費 
 
７．各種日程について 

審査の結果：  ４月１日付認定の結果は７月末頃に郵送で通知します。 

  その他の認定日の結果については随時郵送で通知します。 

支給の時期： 年３回（９月末・１月末・３月末）の予定です。（小学校の修学旅行費は、１０月末予定） 

  ※学校からの報告に基づく支給処理の都合上、支給時期が変更になる場合があります。 

８．特別支援教育就学奨励費（通常の学級（学校教育法施行令第２２条の３））の児童生徒 

 茅ヶ崎市立小・中学校の通常の学級に在籍する児童生徒で、学校教育法施行令第 22 条の 3 に定める障がいの程度

に該当する方は、特別支援教育就学奨励費の支給対象になります。（就学援助費と重複申請も可能です。） 

 特別支援教育就学奨励費の申請は、在籍校から「世帯の状況及び収入額・需要額調書」をお受け取りになり、必要事

項をご記入の上、在籍校又は茅ヶ崎市教育委員会学務課学事担当へご提出ください。 

※障がいの状態によっては、対象にならない可能性がありますので、申請については茅ヶ崎市教育委員会学務課 

学事担当までお問合せください。 

【お問い合わせ 茅ヶ崎市教育委員会学務課 学事担当 ０４６７－８１－７２２０】  


